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1. 2022年3月期第1四半期の連結業績（2021年4月1日～2021年6月30日）

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2022年3月期第1四半期 8,684 △9.4 △786 ― △744 ― △520 ―

2021年3月期第1四半期 9,584 △21.7 191 31.5 348 31.4 231 50.8

（注）包括利益 2022年3月期第1四半期　　△640百万円 （―％） 2021年3月期第1四半期　　310百万円 （808.4％）

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

2022年3月期第1四半期 △20.68 ―

2021年3月期第1四半期 9.19 ―

(2) 連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率
百万円 百万円 ％

2022年3月期第1四半期 74,356 53,068 71.4

2021年3月期 80,618 54,637 67.8

（参考）自己資本 2022年3月期第1四半期 53,068百万円 2021年3月期 54,637百万円

2. 配当の状況

年間配当金

第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2021年3月期 ― ― ― 27.00 27.00

2022年3月期 ―

2022年3月期（予想） ― ― 27.00 27.00

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無

3. 2022年3月期の連結業績予想（2021年4月1日～2022年3月31日）

（％表示は、対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 55,300 0.2 3,300 △21.8 3,490 △26.8 2,430 △25.9 96.62

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無



※ 注記事項

(1) 当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無

新規 ― 社 （社名） 、 除外 ― 社 （社名）

(2) 四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 無

(3) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無

（注）詳細は、添付資料７ページ「２．四半期連結財務諸表及び主な注記 （３）四半期連結財務諸表に関する注記事項（会計方針の変更）」をご覧ください。

(4) 発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 2022年3月期1Q 25,617,717 株 2021年3月期 25,617,717 株

② 期末自己株式数 2022年3月期1Q 466,377 株 2021年3月期 466,377 株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 2022年3月期1Q 25,151,340 株 2021年3月期1Q 25,151,457 株

※ 四半期決算短信は公認会計士又は監査法人の四半期レビューの対象外です

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

本資料に記載されている業績予想等の将来に関する記述は、当社が現時点で入手可能な情報及び合理的と判断する一定の前提に基づいており、実際の業績
等は様々な要因によって異なる結果となる可能性があります。
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１．当四半期決算に関する定性的情報 

 

（１）経営成績に関する説明 

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症の影響により、まん延防

止等重点措置や緊急事態宣言下に置かれる中、景気は依然として厳しい状況で推移いたしました。今後、

ワクチン接種の普及による持ち直しの動きが期待される一方で、感染力が強く、重症化しやすいとされる

変異株の感染者数が増加しており、未だ先行き不透明感は拭えない状況となっております。 

このような状況の中、当社グループを取り巻く環境は、コロナ禍による取引先の設備投資計画見直しや

実施時期の延期といった状況もあり、厳しい受注環境が続いておりますが、事業への影響を最小限に抑え

るべく、引き続き感染防止策を積極的に進めるとともに、受注の確保と着実な施工に努めてまいりました。 

この結果、受注高につきましては、送電線設備部門における大型プロジェクト工事の受注等が寄与し、

110 億９百万円（前年同期は 82 億５千５百万円）となりました。売上高につきましては、工事の進捗に

対する新型コロナウイルス感染症の影響は軽微であり、施工は順調に推移いたしましたが、例年、第１四

半期売上高の大半を構成する前年度からの繰越工事が減少したこと等により、86 億８千４百万円（前年

同期は 95億８千４百万円）となりました。 

利益につきましては、売上高が減少したことに加え、工事の受注条件が厳しさを増す中、利益率が低下

しており、７億８千６百万円の営業損失（前年同期は１億９千１百万円の営業利益）、７億４千４百万円

の経常損失（前年同期は３億４千８百万円の経常利益）、５億２千万円の親会社株主に帰属する四半期純

損失（前年同期は２億３千１百万円の親会社株主に帰属する四半期純利益）となりました。 

なお、当社グループの業績は、販売費及び一般管理費等の固定費は各四半期に概ね均等に発生する一方

で、工事の完成引渡しが第４四半期に集中することから、売上高、利益ともに第４四半期に偏重する季節

的変動があります。 

 

（２）財政状態に関する説明 

当第１四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べ 62億６千１百万円減少し、743億５

千６百万円となりました。（未成工事支出金で 10億４百万円の増加、受取手形・完成工事未収入金等で 74

億８千８百万円の減少） 

負債は、前連結会計年度末に比べ 46 億９千２百万円減少し、212 億８千７百万円となりました。（支払

手形・工事未払金等で 30億５千８百万円の減少、未払法人税等で 13億７千５百万円の減少） 

純資産は、前連結会計年度末に比べ 15 億６千８百万円減少し、530 億６千８百万円となりました。（利

益剰余金で 14億４千８百万円の減少、その他有価証券評価差額金で９千６百万円の減少） 

 

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明 

2022 年３月期の連結業績予想につきましては、現時点において期首に策定した前提条件に修正はなく、

2021 年５月 13日に公表いたしました内容に変更はありません。 

ただし、新型コロナウイルス感染症の収束時期や取引先の動向等、事業環境に変更が生じ、業績予想の

修正が必要となった場合には、速やかに公表いたします。 
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２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表

(単位：千円)

前連結会計年度
(2021年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2021年６月30日)

資産の部

流動資産

現金預金 6,760,302 6,639,363 

受取手形・完成工事未収入金等 35,909,014 28,420,649 

未成工事支出金 997,169 2,001,477 

商品及び製品 51,287 49,380 

仕掛品 9,146 9,601 

材料貯蔵品 234,941 228,977 

その他 475,229 757,328 

流動資産合計 44,437,092 38,106,778 

固定資産

有形固定資産

建物・構築物（純額） 9,705,129 9,507,397 

機械・運搬具（純額） 258,245 310,768 

工具器具・備品（純額） 295,481 289,392 

土地 7,977,012 7,968,593 

リース資産（純額） 1,454,038 1,603,904 

建設仮勘定 111,658 102,364 

有形固定資産合計 19,801,566 19,782,420 

無形固定資産 420,057 442,179 

投資その他の資産

投資有価証券 15,124,976 14,838,321 

その他 849,857 1,201,817 

貸倒引当金 △15,505 △15,155

投資その他の資産合計 15,959,329 16,024,983 

固定資産合計 36,180,953 36,249,583 

資産合計 80,618,046 74,356,361 
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(単位：千円)

前連結会計年度
(2021年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2021年６月30日)

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金等 7,494,231 4,435,894 

電子記録債務 2,873,617 3,041,254 

短期借入金 - 500,000 

未払法人税等 1,403,963 28,456 

未成工事受入金 128,385 449,359 

完成工事補償引当金 8,986 7,683 

工事損失引当金 - 3,002 

賞与引当金 1,870,451 483,086 

その他 5,303,547 5,274,388 

流動負債合計 19,083,184 14,223,125 

固定負債

退職給付に係る負債 5,165,885 5,190,612 

役員退職慰労引当金 32,722 30,397 

その他 1,698,993 1,843,664 

固定負債合計 6,897,601 7,064,675 

負債合計 25,980,785 21,287,800 

純資産の部

株主資本

資本金 1,430,962 1,430,962 

資本剰余金 3,205,423 3,205,423 

利益剰余金 48,092,631 46,643,850 

自己株式 △343,434 △343,434

株主資本合計 52,385,582 50,936,801 

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 2,157,182 2,060,887 

退職給付に係る調整累計額 94,495 70,871 

その他の包括利益累計額合計 2,251,677 2,131,759 

純資産合計 54,637,260 53,068,561 

負債純資産合計 80,618,046 74,356,361 
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

四半期連結損益計算書

第１四半期連結累計期間

(単位：千円)

前第１四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
　至 2020年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年６月30日)

売上高 9,584,667 8,684,337 

売上原価 8,227,630 8,254,484 

売上総利益 1,357,037 429,852 

販売費及び一般管理費 1,165,639 1,216,373 

営業利益又は営業損失（△） 191,397 △786,520

営業外収益

受取利息 197 148 

受取配当金 95,828 88,193 

物品売却益 9,333 46,528 

持分法による投資利益 1,354 -

その他 61,603 10,423 

営業外収益合計 168,318 145,293 

営業外費用

支払利息 8,570 9,809 

持分法による投資損失 - 87,684 

その他 2,983 5,364 

営業外費用合計 11,553 102,858 

経常利益又は経常損失（△） 348,162 △744,084

特別利益

固定資産売却益 - 39,681 

特別利益合計 - 39,681 

特別損失

固定資産除売却損 - 1,926 

特別損失合計 - 1,926 

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

348,162 △706,329

法人税、住民税及び事業税 29,391 7,072 

法人税等調整額 87,677 △193,159

法人税等合計 117,069 △186,086

四半期純利益又は四半期純損失（△） 231,092 △520,242

非支配株主に帰属する四半期純利益 - -

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主
に帰属する四半期純損失（△）

231,092 △520,242
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四半期連結包括利益計算書

第１四半期連結累計期間

(単位：千円)

前第１四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
　至 2020年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年６月30日)

四半期純利益又は四半期純損失（△） 231,092 △520,242

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 97,708 △97,849

退職給付に係る調整額 △7,655 △23,623

持分法適用会社に対する持分相当額 △10,409 1,554 

その他の包括利益合計 79,642 △119,918

四半期包括利益 310,735 △640,161

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 310,735 △640,161

非支配株主に係る四半期包括利益 - -
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項 

 （継続企業の前提に関する注記） 

    該当事項はありません。 

 

 （株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記） 

    該当事項はありません。 

 

 （会計方針の変更） 

 （収益認識に関する会計基準等の適用） 

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第 29 号 2020 年３月 31 日。以下「収益認識会計基準」と

いう。）等を当第１四半期連結会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した

時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。こ

れにより、工事契約に係る収益認識に関して、工事の進捗部分について成果の確実性が認められる工事につ

いては工事進行基準を、その他の工事については工事完成基準を適用しておりましたが、当第１四半期連結

会計期間より履行義務を充足するにつれて、一定の期間にわたり収益を認識する方法に変更しております。

なお、履行義務の充足に係る進捗率を合理的に見積ることができないが、当該履行義務を充足する際に発生

する費用を回収することが見込まれる工事については、原価回収基準を適用しております。また、工期がご

く短い工事については、完全に履行義務を充足した時点で収益を認識しております。 

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第 84 項ただし書きに定める経過的な取扱いに従

っており、当第１四半期連結会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、

当第１四半期連結会計期間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しており

ます。ただし、収益認識会計基準第 86 項に定める方法を適用し、当第１四半期連結会計期間の期首より前ま

でに従前の取扱いに従ってほとんどすべての収益の額を認識した契約に、新たな会計方針を遡及適用してお

りません。また、収益認識会計基準第 86 項また書き(1)に定める方法を適用し、当第１四半期連結会計期間

の期首より前までに行われた契約変更について、すべての契約変更を反映した後の契約条件に基づき、会計

処理を行い、その累積的影響額を当第１四半期連結会計期間の期首の利益剰余金に加減しております。 

この結果、当第１四半期連結累計期間の主に原価回収基準を適用し、計上した売上高は 340,886 千円、売

上原価は 414,066 千円であり、営業損失、経常損失及び税金等調整前四半期純損失はそれぞれ 73,179 千円増

加しております。また、利益剰余金の当期首残高は 249,452 千円減少しております。 

 

（時価の算定に関する会計基準等の適用） 

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第 30 号 2019 年７月４日。以下「時価算定会計基準」と

いう。）等を当第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第 19 項及び「金融商品に関す

る会計基準」（企業会計基準第 10 号 2019 年７月４日）第 44－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価

算定会計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。なお、四半期連

結財務諸表に与える影響はありません。 
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３.　補足情報

部門別受注高・売上高・繰越高の状況

①受注高 （単位：千円）

②売上高 （単位：千円）

③繰越高 （単位：千円）

（注）金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

当第１四半期
連結累計期間

2,072,706

4,066,282 4,300,006

2,645,704

1,094,380 756,710

4,999,103 △ 19.8

前第１四半期
連結累計期間

当第１四半期
連結累計期間

区　分

 送電線設備

 屋内外電気設備

11,009,422

区　分
前第１四半期
連結累計期間

 道路設備

 道路設備 1,086,491 1,283,951

 屋内外電気設備 750,247 569,018

3,306,999

 鉄道電気設備 6,229,562

 送電線設備 756,569 1,154,477

8,822,870 8,006,549

96,010

581,777

100,055

661,742

区　分
前第１四半期
連結累計期間末

当第１四半期
連結累計期間末

 不動産賃貸事業

 兼業事業

合　計 8,684,3379,584,667

3,326,173 3,012,977

屋内外電気設備 2,535,528 2,222,176

鉄道電気設備 31,026,177 22,855,745

合　計 40,916,347 33,823,151

合　計 8,255,556

送電線設備 4,028,468 5,732,251

小　計

道路設備

 電気設備工事業

 電気設備工事業

5.7233,724

2,753,865

2,284,812

△ 337,669

33.4

増減率(％)比較増減

△ 30.9

27.6572,998

増減率(％)

増減率(％)比較増減

比較増減

 電気設備工事業

 鉄道電気設備

1,022,187

△ 4,044

△ 79,965

△ 816,320

397,907

△ 181,229

223.5

△ 26.3

197,460

△ 1,230,459

△ 900,330 △ 9.4

△ 4.0

△ 12.1

△ 9.3

△ 24.2

18.2

△ 7,093,195

1,703,782

△ 313,352

△ 313,195

△ 8,170,431

52.6

△ 17.3

42.3

△ 12.4

△ 9.4
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